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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自平成16年 
５月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成17年 
５月１日 
至平成17年 
10月31日 

自平成18年 
５月１日 
至平成18年 
10月31日 

自平成16年 
５月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
５月１日 
至平成18年 
４月30日 

売上高（百万円） 20,298 20,370 21,700 41,439 42,027 

経常利益（百万円） 835 818 943 1,881 1,973 

中間(当期)純利益又は中間（当

期）純損失（－）（百万円） 
-403 360 498 -46 1,009 

純資産額（百万円） 17,572 17,943 18,806 17,839 18,511 

総資産額（百万円） 25,434 25,262 24,960 25,680 25,913 

１株当たり純資産額（円） 1,312.06 1,350.92 1,415.97 1,332.06 1,393.67 

１株当たり中間(当期)純利益金額

又は中間（当期）純損失金額

（－）（円） 

-30.11 26.96 37.55 -3.47 75.72 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 69.1 71.0 75.4 69.5 71.4 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
668 1,503 1,166 2,702 3,224 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
-2,559 -447 -505 -3,320 -1,061 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
1,354 -883 -1,070 987 -1,448 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
3,970 5,054 5,198 4,878 5,607 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

990 

[2,624] 

1,038 

[2,856] 

1,170 

[2,939] 

1,072 

[2,689] 

1,172 

[2,928] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自平成16年 
５月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成17年 
５月１日 
至平成17年 
10月31日 

自平成18年 
５月１日 
至平成18年 
10月31日 

自平成16年 
５月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
５月１日 
至平成18年 
４月30日 

売上高（百万円） 20,249 20,297 21,575 41,341 41,880 

経常利益（百万円） 860 838 943 1,929 2,014 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（－）（百万円） 
-378 381 507 1 1,049 

資本金（百万円） 5,544 5,544 5,544 5,544 5,544 

発行済株式総数（千株） 13,394 13,394 13,394 13,394 13,394 

純資産額（百万円） 17,683 18,085 18,984 17,973 18,683 

総資産額（百万円） 25,541 25,393 25,104 25,805 26,046 

１株当たり純資産額（円） 1,320.35 1,361.61 1,429.31 1,342.07 1,406.63 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は中間純損失金額（－）

（円） 

-28.23 28.49 38.19 0.12 78.75 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 7.00 7.00 12.00 19.00 19.00 

自己資本比率（％） 69.2 71.2 75.6 69.7 71.7 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

986 

[2,614] 

1,035 

[2,842] 

1,165 

[2,905] 

1,068 

[2,675] 

1,167 

[2,904] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト）は当中間連結会計期間中の平均雇

用人数（８時間換算）を（ ）内に外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト）は当中間会計期間中の平均雇用人

数（８時間換算）を（ ）内に外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年10月31日現在

従業員数（人） 1,170(2,939)  

  平成18年10月31日現在

従業員数（人） 1,165(2,905)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間における日本経済は、原油高の影響が懸念されましたが、企業収益の改善に伴う設備投資の

増加や個人消費も底堅く推移するなど、引き続き景気の回復基調が続きました。 

 そうざい業界におきましては、少子高齢化の進行などにより健康や安心・安全、おいしさといった高品質なそう

ざいが求められてきました。また、外食産業・食品メーカーなどの他業種からの新規参入企業も増加するなど、当

社グループを取り巻く経営環境はますます厳しさを増してきました。 

 こうした中、当社グループはお客様のニーズに応えるため、高付加価値商品の開発を継続して行い、販売サービ

スの強化、生産性の向上、物流の効率化など経営全般にわたる改革、カイゼンを実施してまいりました。 

 また、農林水産省が食育活動の推進を図るため、「にっぽん食育推進事業」における「食事バランスガイド」の

普及・啓発を図っており、それを実践する場として、当社がモデル企業の１つとして選ばれ、店舗での商品の販売

を通じてその普及・啓発に努めてまいりました。 

     主なブランド別の概況は次のとおりであります。 

 「ＲＦ１」ブランドにおきましては、「より上質」を求める市場のニーズに応えるため、定番メニューの品質向

上やこだわりの素材を使った週末限定商品の導入など、より付加価値の高い商品への取り組み強化を行いました。

また、買い合せの提案や地域別、時間帯別、曜日別に売り方や商品の内容を変えたり、自社の他ブランド商品を導

入するブランドミックス、商品ミックスを行いました。新しい取り組みとしましては、翌朝の朝食としてご利用い

ただく「キットサラダ」の提案、スイーツとして「おから豆乳クッキー」などの買い合せ商品を導入いたしまし

た。その結果、売上高は15,177百万円（前年同期比6.8％増）となりました。 

 「ベジテリア」ブランドにおきましては、母の日やワールドカップ、ハロウィンなどにちなんだ期間限定商品や

産地の旬の素材を生かした「茨城のメロン」「沖縄シークワーサー」など、おいしさや鮮度にこだわったジュース

を提案いたしました。また、季節に合わせた旬の野菜を使用し、定番商品の強化にも取り組みましたが、売上高は

1,205百万円（前年同期比0.3％減）となりました。 

 「神戸コロッケ」ブランドにおきましては、じゃがいもやクリームなどの定番コロッケの素材・製法・技術の向

上に努めました。さらに「神戸カツレツ重」、「夏たらば蟹のクリームコロッケ」などの高付加価値商品を導入い

たしました。その結果、売上高は2,082百万円（前年同期比3.0％増）となりました。 

 「そうざいや地球健康家族」ブランドにおきましては、当社が取り組む食育の一環として、子どもが苦手とする

野菜が美味しくたくさん食べられる「野菜の力を新発見セット」や旬の野菜や素材を知る「元気はじける夏セッ

ト」、「秋の彩りセット」など季節感あふれる商品の展開とともに、自社の他ブランド商品も導入し、お客様のニ

ーズに対応した品揃えを強化いたしました。その結果、売上高は、1,800百万円（前年同期比0.5％増）となりまし

た。 

 以上の結果、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高21,700百万円（前年同期比6.5％増）、営業

利益925百万円（前年同期比14.0％増）、経常利益943百万円（前年同期比15.3％増）、中間純利益498百万円（前

年同期比38.3％増）となりました。 

 （注） 売上高には消費税等を含んでおりません。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動から得

られた資金が1,166百万円、投資活動により使用した資金が505百万円、長期借入金の返済等財務活動による資金の

減少が1,070百万円それぞれ発生したことにより前期末より408百万円減少し、5,198百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、1,166百万円となりました。これは、主に税金等調整前中間純利益が896百万円

であったこと、減価償却費が735百万円であったこと、売上債権が128百万円減少したこと、法人税等の支払が529

百万円発生したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は505百万円となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出が434百万

円発生したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は1,070百万円となりました。これは、主に長期借入金の借入240百万円、長期借入

金の返済816百万円、社債の償還335百万円、配当金の支払158百万円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

 なお、同一製品が複数業態で販売されるため、業態別の生産実績は記載しておりません。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループでは見込み生産を行っておりますので該当事項はありません。 

製品別 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

サラダ 9,805 105.9 

神戸コロッケ 2,198 108.7 

フライ 4,008 93.1 

デイリーそうざい 3,402 134.5 

路面店そうざい 1,542 114.7 

ベジテリア 1,185 95.2 

合計 22,142 107.0 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の業態別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間まで独立して表示しておりました「百貨店プライベートブランド」は金額的な重要性が

減少したこと等により、「その他」に含めて表示しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

業態別 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

ＲＦ１ サラダ 8,888 108.9 

  フライ 3,664 97.2 

  その他そうざい 2,624 115.3 

  小計 15,177 106.8 

神戸コロッケ 2,082 103.0 

三日坊主・いとはん 687 138.2 

融合 513 102.7 

地球健康家族 そうざい 1,077 80.6 

  弁当・米飯 722 159.1 

  小計 1,800 100.5 

ベジテリア 1,205 99.7 

ＤＥＬＩＣＡ ｒｆ－１ 98 135.0 

その他  135 193.2 

合計 21,700 106.5 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱髙島屋 2,470 12.17 2,599 11.98 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、「健康・安心・安全」を基本コンセプトに、品質、味、価格ともに生活者にあった「そうざい」

の提供を目的として研究開発に取り組んでおります。 

  当社グループの研究開発は、開発担当者18名が推進しております。 

  当中間連結会計期間における研究開発は、主に効能系ジュースと効能系サラダの研究開発を行いました。 

  効能系ジュースにつきましては、東海学園大学人間健康学部の西堀すき江教授との共同研究により、ベジテリアで

販売するジュースの抗酸化パワーを測定し、販売促進に活用いたしました。また、ヒト繊維芽細胞を使用したコラー

ゲン合成促進試験を実施し、その結果を活用した「お肌のケアにカムカム＆アセロラジュース」の商品化を行いまし

た。 

  効能系サラダにつきましては、近畿大学農学部との共同研究により、ヨモギ抽出物の脂質代謝改善を明らかにし第

60回日本栄養・食糧学会で発表を行うとともに、定番商品の栄養素の強化を行い、「食物繊維たっぷり5.6ｇ！さっ

ぱりごぼうのサラダ」や「鉄分たっぷり4.3ｍｇ！ひじきのヘルシーサラダ」などのサラダを商品化しました。 

  また、子会社Rockfield（California）Inc.におきましては、アメリカの食の発信地であるサンフランシスコにお

いて、日本では入手困難なオーガニック野菜や現地の食材を使ったそうざいの開発、現地での流行など食に関する情

報発信を行っております。 

  なお、当中間連結会計期間における研究開発費は、総額120百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の完了 

 前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充等のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次

のとおりであります。 

 (注) 上記の投資金額にはリース契約額150百万円（営業店舗）が含まれております。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。  

(2）重要な設備の除却 

 当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の除却の計画はありません。 

(3）重要な設備の改修 

 当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の改修計画はありません。 

会社名 事業所名 設備の内容 投資金額（百万円） 完了年月 

 提出会社  営業店舗 新規出店  347 平成18年10月  

   営業店舗 リニューアル 358 平成18年10月  

   神戸ファクトリー 生産設備  41 平成18年10月  

   静岡ファクトリー 生産設備  34 平成18年10月  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年１月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,394,374 13,394,374 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 13,394,374 13,394,374 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年5月1日  

～  

平成18年10月31日  

－ 13,394,374 － 5,544 － 5,861 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２.スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から、平成18年７月14日付で提出された大量保有変更報

告書により平成18年6月30日現在で635千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会

計期間末時点における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

なお、スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社の大量保有変更報告書の内容は以下のとおりであり

ます。 

大量保有者               スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社 

住所                  東京都品川区大崎1-11-2 

                    ゲートシティ大崎イーストタワー16Ｆ 

所有株式数               635,800株 

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 4.75％ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  平成18年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

岩田 弘三 兵庫県芦屋市 1,526 11.40 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 1,502 11.22 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 752 5.62 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都新宿区西新宿１－９－１ 

（東京都中央区晴海１－８－12） 

  

656 

  

  

4.90 

  

  

株式会社四国銀行 高知県高知市南はりまや町１－１－１ 621 4.64 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海１－８－11 262 1.96 

ダイヤモンドリース株式会社 東京都千代田区丸の内３－３－１ 241 1.80 

明治安田生命保険相互会社第

５１口 
東京都千代田区丸の内２－１－１ 237 1.77 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテツド 

（常任代理人 モルガン・ス

タンレー証券株式会社）  

 25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF, 

LONDON E14 4QA ENGLAND 

  

 （東京都渋谷区恵比寿４－20－３） 

  

222 

  

  

1.66 

  

  

岩田 夢隆 神戸市北区 217 1.62 

計 － 6,239 46.58 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,502千株  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 752千株  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 262千株  

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・ 

  インターナショナル・リミテツド 

222千株  

   



３．明治安田生命保険相互会社及びその共同保有者である明治ドレスナー・アセットマネジメント株式会社、安

田投信投資顧問株式会社から、平成18年8月15日付で提出された大量保有変更報告書により平成18年7月31日現

在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時

点における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 
（株） 

株券保有割合 
（％） 

明治安田生命保険相互会

社 

東京都千代田区丸の内2丁目1番1号  株式   963,600 

  

7.19 

明治ドレスナー・アセッ

トマネジメント株式会社 

安田投信投資顧問株式会

社 

東京都港区北青山3丁目6番7号 

  

東京都千代田区神田美土代町7番地 

  

 株式   189,300 

  

株式       16,300 

  

1.41 

  

0.12 

  



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、7,300株（議決権73個）

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日において、役員の異動はありません。 

  

  平成18年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式   112,400 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,271,200 132,712 － 

単元未満株式 普通株式     10,774  － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 13,394,374 － － 

総株主の議決権 － 132,712 － 

  平成18年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社 

ロック・フィールド 

神戸市東灘区 

魚崎浜町15番地2 
112,400 － 112,400 0.8 

計 － 112,400 － 112,400 0.8 

月別 平成18年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 2,550 2,420 2,495 2,425 2,450 2,430 

最低（円） 2,280 2,040 2,110 2,150 2,235 2,190 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当中間連結会計期間及び中間会計期間より百万円単位で記載することに変更しました。なお、比較

を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     5,054 5,198   5,607 

２．売掛金     2,926 3,029   3,157 

３．たな卸資産     225 258   253 

４．その他     433 414   454 

５．貸倒引当金     -2 -1   -1 

流動資産合計     8,638 34.2 8,899 35.7   9,471 36.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1.2         

(1）建物     8,892 8,489   8,710 

(2）土地     3,019 3,003   3,019 

(3）その他     2,101 1,945   2,016 

有形固定資産合計     14,013 55.5 13,438 53.8   13,746 53.0

２．無形固定資産     368 1.4 414 1.6   464 1.8

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券     725 503   584 

(2）差入保証金     656 665   656 

(3）その他     859 1,039   988 

投資その他の資産
合計 

    2,241 8.9 2,208 8.9   2,230 8.6

固定資産合計     16,623 65.8 16,061 64.3   16,441 63.4

資産合計     25,262 100.0 24,960 100.0   25,913 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金     1,102 1,143   1,067 

２．１年内償還予定社
債 

    370 －   335 

３．１年内返済予定長
期借入金 

    926 819   919 

４．未払金     943 888   945 

５．未払費用     740 780   831 

６．賞与引当金     348 396   453 

７．その他     312 444   708 

流動負債合計     4,744 18.8 4,473 17.9   5,261 20.3

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金     2,574 1,660   2,137 

２．その他     0 20   3 

固定負債合計     2,574 10.2 1,680 6.7   2,140 8.3

負債合計     7,318 29.0 6,153 24.6   7,402 28.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     5,544 21.9 － －   5,544 21.4

Ⅱ 資本剰余金     5,861 23.2 － －   5,861 22.6

Ⅲ 利益剰余金     6,578 26.0 － －   7,124 27.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    172 0.7 － －   195 0.7

Ⅴ 為替換算調整勘定     -5 -0.0 － －   -6 -0.0

Ⅵ 自己株式     -206 -0.8 － －   -207 -0.8

資本合計     17,943 71.0 － －   18,511 71.4

負債資本合計     25,262 100.0 － －   25,913 100.0 

            

 （純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 5,544 22.2   － －

２．資本剰余金     － － 5,861 23.5   － －

３．利益剰余金     － － 7,464 29.9   － －

４．自己株式     － － -207 -0.8   － －

株主資本合計     － － 18,661 74.8   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    － － 148 0.6   － －

２．為替換算調整勘定     － － -3 -0.0   － －

評価・換算差額等合計     － － 145 0.6   － －

純資産合計     － － 18,806 75.4   － －

負債純資産合計     － － 24,960 100.0   － －

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     20,370 100.0 21,700 100.0   42,027 100.0 

Ⅱ 売上原価     9,025 44.3 9,515 43.9   18,567 44.2

売上総利益     11,344 55.7 12,184 56.1   23,459 55.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   10,532 51.7 11,258 51.9   21,481 51.1

営業利益     812 4.0 925 4.2   1,977 4.7

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   0   1 0   

２．受取配当金   19   4 20   

３．保険配当金   13   14 13   

４．受取紹介手数料   －   10 －   

５．その他   5 38 0.2 6 37 0.2 22 57 0.1

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   26   19 48   

２．その他   5 32 0.2 0 19 0.1 13 61 0.1

経常利益     818 4.0 943 4.3   1,973 4.7

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益   3   － 4   

２．固定資産売却益 ※２ －   11 －   

３．保育所建設補助金   － 3 0.0 23 34 0.2 － 4 0.0

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除売却損   104   32 143   

２．役員退職功労金   25   － 25   

３．店舗等閉鎖に伴う
損失 

※３ －   49 －   

４．減損損失 ※４ － 129 0.6 － 81 0.4 6 175 0.4

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    693 3.4 896 4.1   1,803 4.3

法人税、住民税及
び事業税 

  221   338 751   

法人税等調整額   110 332 1.6 59 397 1.8 42 794 1.9

中間(当期)純利益     360 1.8 498 2.3   1,009 2.4

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     5,861 5,861

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    5,861 5,861

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     6,378 6,378

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間(当期)純利益   360 360 1,009 1,009

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．新規連結に伴う利益
剰余金減少高 

  － 9

２．配当金   160 160 253 262

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    6,578 7,124

      



(注)平成18年7月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 中間連結株主資本等変動計算書 

 当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 
 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年４月30日 残高 
（百万円） 

5,544 5,861 7,124 -207 18,322 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当(注)     -159   -159 

中間純利益     498   498 

自己株式の取得       -0 -0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 339 -0 338 

平成18年10月31日 残高 
（百万円） 

5,544 5,861 7,464 -207 18,661 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価

差額金 
為替換算調整勘定 

評価・換算差額等
合計 

平成18年４月30日 残高 
（百万円） 

195 -6 188 18,511 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当(注)       -159 

中間純利益       498 

自己株式の取得       -0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

-46 3 -42 -42 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

-46 3 -42 295 

平成18年10月31日 残高 
（百万円） 

148 -3 145 18,806 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  693 896 1,803

減価償却費   761 735 1,570

貸倒引当金の増減額   -30 － -31

賞与引当金の増減額   -124 -56 -21

固定資産売却益   － -11 －

固定資産除売却損   104 32 143

店舗等閉鎖に伴う損
失  

  － 49 －

減損損失    － － 6

受取利息及び受取配
当金 

  -19 -5 -21

支払利息   26 19 48

売上債権の増減額   281 128 71

たな卸資産の増減額   68 -4 48

仕入債務の増減額   -25 75 -66

その他   -60 -147 82

小計   1,673 1,710 3,634

利息及び配当金の受
取額 

  19 5 21

利息の支払額   -25 -20 -47

法人税等の支払額   -164 -529 -383

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,503 1,166 3,224

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  -20 -20 -440

定期預金の払戻によ
る収入 

  20 20 240

有形固定資産の取得
による支出 

  -301 -434 -724

無形固定資産の取得
による支出 

  -60 -22 -153

有形固定資産の売却
による収入 

  － 42 －

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

長期前払費用に関す
る支出 

  -63 -101 -96

投資有価証券の取得
による支出 

  -170 － －

差入保証金の回収   166 66 214

差入保証金の支払   -18 -54 -32

連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取
得による支出  

  － － -95

その他   － － 25

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -447 -505 -1,061

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

長期借入金の借入に
よる収入 

  230 240 230

長期借入金の返済に
よる支出 

  -714 -816 -1,158

社債の償還による支
出 

  -35 -335 -70

自己株式の取得によ
る支出 

  -203 -0 -203

配当金の支払額   -160 -158 -246

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -883 -1,070 -1,448

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  3 1 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  176 -408 718

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  4,878 5,607 4,878

Ⅶ 新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増加額 

  － － 10

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 5,054 5,198 5,607

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

Rockfield(California) 

Inc. 

(1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社名 

Rockfield(California) 

Inc. 

株式会社コウベデリカテッ

セン 

(1）連結子会社の数 ２社  

連結子会社名  

 Rockfield(California) 

 Inc. 

株式会社コウベデリカテッ

セン 

 株式会社コウベデリカテ

ッセンは、当連結会計年度

より金額的な重要性が増し

たため、連結の範囲に含め

ております。  

  (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

株式会社コウベデリカテッセ

ン、有限会社ジャン・ポール 

 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中間

純損益及び利益剰余金等は、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除いて

おります。 

(2）非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

(2）非連結子会社の名称等 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致しております。 

同左 連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

………中間連結決算日の

市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

………中間連結決算日の

市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法  

① 有価証券  

その他有価証券  

時価のあるもの  

………連結決算日の市場

価格に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）  

  時価のないもの 

………移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの  

同左 

  ② たな卸資産 

………総平均法による原価

法 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産  

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

………定率法 

 ただし平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附

属設備を除く）について

は、定額法を採用しており

ます。 

主な耐用年数 

建物   31年～50年 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法  

① 有形固定資産  

同左 

  

  

  

  

  

  

  ② 無形固定資産 

………定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ております。 

② 無形固定資産 

同左 

  

② 無形固定資産  

同左 

  

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

の可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準  

① 貸倒引当金  

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、支給期間に対応

した支給見込額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金  

同左 

  (ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含

めております。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に

含めております。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準  

 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における

為替換算調整勘定に含めてお

ります。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

  (ホ)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ホ)重要なリース取引の処理方法  

同左 

  (ヘ)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(ヘ)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

同左 

(ヘ)その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

     

消費税等の会計処理  

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金及び要求払預金並びに

取得日から３か月以内に満期の到

来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ価値の変動リス

クについて僅少なリスクしか負わ

ない短期投資を資金の範囲として

おります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

 これによる損益への影響はありません。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税金

等調整前当期純利益が6百万円減少しており

ます。なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

（アッセンブル作業費の売上原価処理 ） 

 店舗別の製品の品揃のためのアッセンブ

ル作業費については、従来、販売費及び一

般管理費として処理しておりましたが、当

中間連結会計期間より売上原価として処理

する方法に変更いたしました。 

 この変更は、従来、製品の品揃のための

作業を製品出荷時に配送業務として実施し

ていましたが、ジャストインタイムの生産

方式の採用により生産工程内でアッセンブ

ル作業を行うことに変更したことを踏ま

え、より適正な製品原価の算定を行うため

に実施したものであります。 

 この結果、従来の方法によった場合に比

べ、売上原価は100百万円増加し、販売費

及び一般管理費は101百万円減少し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前中間純利

益はそれぞれ1百万円増加しております。 

───── (アッセンブル作業費の売上原価処理) 

 店舗別の製品の品揃のためのアッセンブ

ル作業費については、従来、販売費及び一

般管理費として処理しておりましたが、当

連結会計年度より売上原価として処理する

方法に変更いたしました。 

 この変更は、従来、製品の品揃のための

作業を製品出荷時に配送業務として実施し

ていましたが、ジャストインタイムの生産

方式の採用により生産工程内でアッセンブ

ル作業を行うことに変更したことを踏ま

え、より適正な製品原価の算定を行うため

に実施したものであります。 

 この結果、従来の方法によった場合に比

べ、売上原価は296百万円増加し、販売費及

び一般管理費は298百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

はそれぞれ1百万円増加しております。 

 ───── 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準)  

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。これまでの資本の部の

合計に相当する金額は18,806百万円であり

ます。なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に伴い、

改正後の中間連結財務諸表規則により作成

しております。 

 ─────  

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「障

害者雇用納付金」は営業外費用の総額の100分の10以下と

なったため、営業外費用の「その他」に含めて表示する

ことにしました。 

 なお、当中間連結会計期間における「障害者雇用納付

金」の金額は2百万円であります。 

 「保険配当金」は前中間連結会計期間まで営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連

結会計期間において営業外収益の総額の100分の10を超え

たため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「保険配当金」の金額は2

百万円であります。 

  ──────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年４月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  8,957百万円   9,785百万円        9,508百万円

※２．担保提供資産及び対応債務 

担保提供資産 

※２．担保提供資産及び対応債務 

担保提供資産 

※２．担保提供資産及び対応債務 

担保提供資産 

建物 7,851百万円

土地 2,945百万円

有形固定資産「そ

の他」 
678百万円

計 11,475百万円

建物 7,404百万円

土地 2,929百万円

有形固定資産「そ

の他」 
634百万円

計 10,968百万円

建物及び構築物      8,251百万円

土地 2,945百万円

計   11,196百万円

対応債務 対応債務 対応債務 

１年内償還予定

社債 

300百万円

長期借入金 2,725百万円

（１年内返済予定

額を含む） 

 

計 3,025百万円

長期借入金 1,915百万円

（１年内返済予定

額を含む） 

 

計 1,915百万円

１年内償還予定

社債 

300百万円

長期借入金    2,386百万円

（１年内返済予定

額を含む） 

 

計 2,686百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

支払手数料 2,564百万円  

給料及び賞与 3,490百万円  

賞与引当金繰入 235百万円  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

支払手数料 2,791百万円 

給料及び賞与 3,786百万円 

賞与引当金繰入 272百万円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

支払手数料 5,314百万円  

給料及び賞与 7,350百万円  

賞与引当金繰入 248百万円  

───── ※２ 固定資産売却益 11百万円 

内容は以下のとおりであります。 

建物   5百万円 

土地   5百万円 

───── 

───── ※３ 店舗等閉鎖に伴う損失 49百万円 

内容は以下のとおりであります。 

有形固定資産除却損 39百万円 

解体撤去等費用 9百万円 

───── 

───── ─────  ※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グル

ープは以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

  当社グループは、キャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位として、百

貨店ごと又は店舗ごとに資産のグルー

ピングをしております。営業活動から

生ずる損益が継続してマイナスとなっ

ている店舗を対象とし、回収可能価額

が帳簿価額を下回るものについて帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。 

用途 種類 場所 件数 金額 

店舗 

建物及

び構築

物 

東京都 

武蔵野市 
1件  6百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加320株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるも

の 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 13,394,374 － － 13,394,374 

合計 13,394,374 － － 13,394,374 

自己株式     

普通株式(注) 112,105 320 － 112,425 

合計 112,105 320 － 112,425 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年７月25日 

定時株主総会 
普通株式 159 12 平成18年４月30日 平成18年７月25日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月７日 

取締役会 
普通株式 159 利益剰余金 12 平成18年10月31日 平成19年１月19日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金勘定 5,054百万円

現金及び現金同等物 5,054百万円

現金及び預金勘定 5,198百万円

現金及び現金同等物 5,198百万円

現金及び預金勘定 5,607百万円

現金及び現金同等物     5,607百万円



（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定
資産 
その他 
(機械及
び装置) 

218 153 65

(工具器
具備品) 

1,759 828 930

合計 1,978 982 996

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定
資産 
その他 
(機械及
び装置) 

150 119 31

(工具器
具備品) 

1,725 826 899

合計 1,876 945 931

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定
資産 
その他 
(機械及
び装置) 

192 145 46

(工具器
具備品) 

1,578 718 860

合計 1,770 864 906

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

  １年内 415百万円

１年超 610百万円

合計 1,026百万円

１年内 411百万円

１年超 552百万円

合計 964百万円

１年内       391百万円

１年超 548百万円

合計 940百万円

  ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 247百万円

減価償却費相当額 222百万円

支払利息相当額 25百万円

支払リース料 244百万円

減価償却費相当額 220百万円

支払利息相当額 23百万円

支払リース料 511百万円

減価償却費相当額 460百万円

支払利息相当額 49百万円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

    (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

(減損損失について) 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１．外貨建出資金（投資その他の資産「その他」）の換算差額のうち税効果控除後の9百万円については、資本

の部のその他有価証券評価差額金に含めて表示しております。 

２．その他有価証券で時価のある株式については、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について減損処理を行うこととしております。なお、当中間連結会計期間末ではこれらに該当す

るものがなかったため、減損処理は行っておりません。 

当中間連結会計期間末（平成18年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１．外貨建出資金（投資その他の資産「その他」）の換算差額のうち税効果控除後の10百万円については、純資

産の部のその他有価証券評価差額金に含めて表示しております。 

２．その他有価証券で時価のある株式については、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について減損処理を行うこととしております。なお、当中間連結会計期間末ではこれらに該当す

るものがなかったため、減損処理は行っておりません。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 252 527 275 

合計 252 527 275 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式 180 

その他有価証券   

非上場株式 18 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 252 485 232 

合計 252 485 232 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 18 



前連結会計年度末（平成18年４月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１．外貨建出資金（投資その他の資産「その他」）の換算差額のうち税効果控除後の8百万円については、資本

の部のその他有価証券評価差額金に含めて表示しております。 

２．その他有価証券で時価のある株式については、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落

した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行うこととしております。なお、当連結会計年度末ではこれらに該当するものが

なかったため、減損処理は行っておりません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 252 566 314 

合計 252 566 314 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 18 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日） 

 当社グループは、同一セグメントに属する各種そうざいの製造・販売事業を行なっており、当該セグメント

以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

 当社グループは、同一セグメントに属する各種そうざいの製造・販売事業を行なっており、当該セグメント

以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

 当社グループは、同一セグメントに属する各種そうざいの製造・販売事業を行なっており、当該セグメント

以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１株当たり純資産額 1,350.92円

１株当たり中間純利益金額 26.96円

１株当たり純資産額 1,415.97円

１株当たり中間純利益金額 37.55円

１株当たり純資産額 1,393.67円

１株当たり当期純利益金額 75.72円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日)

中間（当期）純利益（百万円） 360 498 1,009 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
360 498 1,009 

期中平均株式数（株） 13,373,384 13,282,126 13,328,248 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,012   5,069 5,483   

２．売掛金   2,926   3,024 3,150   

３．たな卸資産   222   241 243   

４．その他   430   411 440   

５．貸倒引当金   -2   -1 -1   

流動資産合計     8,589 33.8 8,745 34.8   9,317 35.8

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※1.2         

１．建物   8,819   8,431 8,644   

２．土地   3,019   3,003 3,019   

３．その他   2,071   1,903 1,974   

有形固定資産合計   13,910   54.8 13,338 53.2 13,639   52.4

(2）無形固定資産   367   1.5 355 1.4 397   1.5

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券   1,011   968 1,050   

２．差入保証金   654   664 655   

３．その他   859   1,032 987   

投資その他の資産
合計 

  2,525   9.9 2,664 10.6 2,693   10.3

固定資産合計     16,804 66.2 16,358 65.2   16,729 64.2

資産合計     25,393 100.0 25,104 100.0   26,046 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年10月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   1,098   1,146 1,072   

２．１年内償還予定社
債 

  370   － 335   

３．１年内返済予定長
期借入金 

  926   819 919   

４．未払金   942   886 920   

５．未払法人税等   271   395 585   

６．賞与引当金   348   395 452   

７．その他   775   816 936   

流動負債合計     4,733 18.7 4,459 17.8   5,222 20.1

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   2,574   1,660 2,137   

２．その他   0   － 3   

固定負債合計     2,574 10.1 1,660 6.6   2,140 8.2

負債合計     7,308 28.8 6,120 24.4   7,363 28.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     5,544 21.8 － －   5,544 21.3

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   5,861   － 5,861   

資本剰余金合計     5,861 23.1 － －   5,861 22.5

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   179   － 179   

２．任意積立金   5,896   － 5,896   

３．中間（当期）未処
分利益 

  638   － 1,214   

利益剰余金合計     6,714 26.4 － －   7,289 28.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    172 0.7 － －   195 0.7

Ⅴ 自己株式     -206 -0.8 － －   -207 -0.8

資本合計     18,085 71.2 － －   18,683 71.7

負債資本合計     25,393 100.0 － －   26,046 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 5,544 22.1   － －

２．資本剰余金           

資本準備金   －   5,861 －   

資本剰余金合計      － － 5,861 23.3   － －

３．利益剰余金           

(1)利益準備金   －   179 －   

(2)その他利益剰余
金 

          

配当準備積立金   －   100 －   

別途積立金   －   6,396 －   

繰越利益剰余金   －   962 －   

利益剰余金合計      － － 7,637 30.4   － －

４．自己株式     － － -207 -0.8   － －

株主資本合計     － － 18,835 75.0   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    － 148   － 

評価・換算差額等合計     － － 148 0.6   － －

 純資産合計     － － 18,984 75.6   － －

負債純資産合計     － － 25,104 100.0   － －

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     20,297 100.0 21,575 100.0   41,880 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,985 44.3 9,457 43.8   18,486 44.1

売上総利益     11,312 55.7 12,118 56.2   23,393 55.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    10,479 51.6 11,194 51.9   21,375 51.1

営業利益     832 4.1 924 4.3   2,017 4.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   38 0.2 38 0.2   57 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   31 0.2 19 0.1   60 0.1

経常利益     838 4.1 943 4.4   2,014 4.8

Ⅵ 特別利益 ※３   3 0.0 34 0.2   4 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   129 0.6 81 0.4   175 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

    713 3.5 896 4.2   1,843 4.4

法人税、住民税及
び事業税 

  221   333 751   

法人税等調整額   110 332 1.6 55 388 1.8 42 793 1.9

中間（当期）純利
益 

    381 1.9 507 2.4   1,049 2.5

前期繰越利益     257 －   257 

中間配当額     － －   92 

中間（当期）未処
分利益 

    638 －   1,214 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

(注)平成18年7月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

 その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 配当準備

積立金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年４月30日 残高 
（百万円） 

5,544 5,861 5,861 179 100 5,796 1,214 7,289 -207 18,488 

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立(注)       600 -600 －  －

剰余金の配当(注)             -159 -159   -159 

中間純利益             507 507   507 

自己株式の取得                 -0 -0 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － 600 -252 347 -0 347 

平成18年10月31日 残高 
（百万円） 

5,544 5,861 5,861 179 100 6,396 962 7,637 -207 18,835 

 

評価・換算差額等 

純資産合
計 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計 

平成18年４月30日 残高 
（百万円） 

195 195 18,683 

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立(注)   － 

剰余金の配当(注)     -159 

中間純利益     507 

自己株式の取得     -0 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

-46 -46 -46 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

-46 -46 300 

平成18年10月31日 残高 
（百万円） 

148 148 18,984 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

子会社株式 

…移動平均法による原価法 

① 有価証券 

子会社株式 

同左 

① 有価証券 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格に基づ

く時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

総平均法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。 

主な耐用年数 

建物    31年～50年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収の可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給期間に対応した支給

見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適用して

おります。 

 これによる損益への影響はありません。 

 ───── 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を

適用しております。これにより税引前当期

純利益が6百万円減少しております。なお、

減損損失累計額については、改正後の財務

諸表等規則に基づき各資産の金額から直接

控除しております。 

（アッセンブル作業費の売上原価処理 ） 

 店舗別の製品の品揃のためのアッセンブ

ル作業費については、従来、販売費及び一

般管理費として処理しておりましたが、当

中間会計期間より売上原価として処理する

方法に変更いたしました。 

 この変更は、従来、製品の品揃のための

作業を製品出荷時に配送業務として実施し

ていましたが、ジャストインタイムの生産

方式の採用により生産工程内でアッセンブ

ル作業を行うことに変更したことを踏ま

え、より適正な製品原価の算定を行うため

に実施したものであります。 

 この結果、従来の方法によった場合に比

べ、売上原価は100百万円増加し、販売費

及び一般管理費は101百万円減少し、営業

利益、経常利益及び税引前中間純利益はそ

れぞれ1百万円増加しております。 

───── 

  

(アッセンブル作業費の売上原価処理) 

 店舗別の製品の品揃のためのアッセンブ

ル作業費については、従来、販売費及び一

般管理費として処理しておりましたが、当

事業年度より売上原価として処理する方法

に変更いたしました。 

 この変更は、従来、製品の品揃のための

作業を製品出荷時に配送業務として実施し

ていましたが、ジャストインタイムの生産

方式の採用により生産工程内でアッセンブ

ル作業を行うことに変更したことを踏ま

え、より適正な製品原価の算定を行うため

に実施したものであります。 

 この結果、従来の方法によった場合に比

べ、売上原価は296百万円増加し、販売費及

び一般管理費は298百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益はそれ

ぞれ1百万円増加しております。 

  ───── 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準)  

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第5号 平成17年12月9日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第8号 平成17年12月9日)を適用し

ております。これまでの資本の部の合計に

相当する金額は18,984百万円であります。

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

 ─────  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年10月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年10月31日） 

前事業年度末 
（平成18年４月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

8,919百万円          9,687百万円 9,424百万円 

※２．担保提供資産及び対応債務 

担保提供資産 

      

建物 

土地 

その他（構築物） 

計 

7,851百万円

2,945百万円

678百万円

11,475百万円

7,404百万円

2,929百万円

634百万円

10,968百万円

7,591百万円

2,945百万円

660百万円

11,196百万円

対応債務       

社債（１年内償還予定

額を含む） 

長期借入金（１年内返

済予定額を含む） 

計 

300百万円

2,725百万円

3,025百万円

       －

1,915百万円

1,915百万円

300百万円

2,386百万円

2,686百万円



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※１．営業外収益のう

ち主要なもの 

受取利息 0百万円 

受取配当金 19百万円 

受取利息 1百万円 

受取配当金 4百万円 

保険配当金 14百万円 

受取紹介手数料 10百万円 

受取利息 0百万円 

受取配当金 20百万円 

保険配当金 13百万円 

※２．営業外費用のう

ち主要なもの 

支払利息 26百万円 

    

支払利息 19百万円 

    

支払利息  48百万円 

    

※３．特別利益のうち

主要なもの 

───── 固定資産売却益 11百万円 

内容は以下のとおりであります。 

建物  5百万円 

土地 5百万円 

保育所建設補助

金 
23百万円 

───── 

※４．特別損失のうち

主要なもの 

固定資産除売却

損 
104百万円 

内容は以下のとおりであります。 

建物 0百万円 

有形固定資産 

「その他」 
94百万円 

その他 9百万円 

固定資産除売却

損 
32百万円 

内容は以下のとおりであります。 

建物   0百万円 

有形固定資産

「その他」 
  28百万円 

その他   4百万円 

    

店舗等閉鎖に伴

う損失 
49百万円 

内容は以下のとおりであります。 

有形固定資産

除却損 
  39百万円 

解体撤去等費

用 
  9百万円 

  

減損損失 

 当事業年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

  当社は、キャッシュ・フローを生

み出す最小の単位として、百貨店ご

と又は店舗ごとに資産のグルーピン

グをしております。営業活動から生

ずる損益が継続してマイナスとなっ

ている店舗を対象とし、回収可能価

額が帳簿価額を下回るものについて

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

固定資産除売却

損 
143百万円 

内容は以下のとおりであります。 

建物及び構築

物 
67百万円 

機械及び装置 5百万円 

工具器具備品 35百万円 

長期前払費用 24百万円 

解体撤去等費

用 
10百万円 

役員退職功労金 25百万円 

  

用途 種類 場所 件数 金額 

店舗 建物 

東京都 

武蔵野

市 

1件 6百万円

 ５．減価償却実施額 有形固定資産  597百万円 

無形固定資産 63百万円 

有形固定資産  564百万円 

無形固定資産  64百万円 

有形固定資産  1,247百万円 

無形固定資産 126百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の増加320株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（リース取引関係） 

 
前事業年度末株式数
(株) 

当中間会計期間増加
株式数(株) 

当中間会計期間減少
株式数(株) 

当中間会計期間末株
式数(株) 

普通株式 112,105 320 － 112,425 

合計 112,105 320 － 112,425 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定
資産その
他 
(機械及
び装置) 

218 153 65

(工具器
具備品) 

1,759 828 930

合計 1,978 982 996

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定
資産その
他 
(機械及
び装置) 

150 119 31

(工具器
具備品) 

1,725 826 899

合計 1,876 945 931

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定
資産その
他 
(機械及
び装置) 

192 145 46

(工具器
具備品) 

1,578 718 860

合計 1,770 864 906

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 415百万円

１年超 610百万円

合計 1,026百万円

１年内 411百万円

１年超 552百万円

合計 964百万円

１年内 391百万円

１年超 548百万円

合計 940百万円

  ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 247百万円

減価償却費相当額 222百万円

支払利息相当額 25百万円

支払リース料 244百万円

減価償却費相当額 220百万円

支払利息相当額 23百万円

支払リース料 511百万円

減価償却費相当額 460百万円

支払利息相当額 49百万円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

   (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

(減損損失について) 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年10月31日現在） 

 当中間連結会計期間末にかかる「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く。）につ

いては、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成18年10月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成18年４月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１株当たり純資産額 1,361.61円

１株当たり中間純利益金額 28.49円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 1,429.31円

１株当たり中間純利益金額 38.19円

同左 

１株当たり純資産額 1,406.63円

１株当たり当期純利益金額 78.75円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 
前中間会計期間 

(自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日)

前事業年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日)

中間（当期）純利益（百万円） 381 507 1,049 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
381 507 1,049 

期中平均株式数（株） 13,373,384 13,282,126 13,328,248 



(2）【その他】 

 平成18年12月7日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………      159百万円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………     12円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年１月19日 

 （注） 平成18年10月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行

います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第34期）（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月26日関東財務局長に提出。 

(2）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月３日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月14日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年１月16日 

株式会社ロック・フィールド     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 西田 幸男  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 辻内  章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ロック・フィールドの平成17年５月１日から平成18年４月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年５月

１日から平成17年10月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ロック・フィールド及び連結子会社の平成17年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社はアッセンブル作業費につ

いて従来販売費及び一般管理費として処理していたが、当中間連結会計期間より売上原価として処理する方法に変更し

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成19年１月11日 

株式会社ロック・フィールド     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 西田 幸男  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 辻内  章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ロック・フィールドの平成18年５月１日から平成19年４月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年５月

１日から平成18年10月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ロック・フィールド及び連結子会社の平成18年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成18年１月16日 

株式会社ロック・フィールド     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 西田 幸男  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 辻内  章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ロック・フィールドの平成17年５月１日から平成18年４月30日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成17年５月１

日から平成17年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ロック・フィールドの平成17年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

５月１日から平成17年10月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社はアッセンブル作業費について

従来販売費及び一般管理費として処理していたが、当中間会計期間より売上原価として処理する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成19年１月11日 

株式会社ロック・フィールド     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 西田 幸男  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 辻内  章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ロック・フィールドの平成18年５月１日から平成19年４月30日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成18年５月１

日から平成18年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ロック・フィールドの平成18年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年

５月１日から平成18年10月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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